
地域類型（全域概況）

人の移動に着目し，県民の生活に必要な移動をどのように満たしていくのか
という観点から，地域の移動特性に応じた，６つの地域類型を設定。

都市拠点型

都市住居型

生産拠点型

地域拠点型

地域住居型

移動需要分散型

【凡例】地域類型

広島県の地域類型図

背景：地理院地図

別紙２
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人流データから得られる「移動の傾向」と「移動量」を軸として，県内地域
を移動特性に合わせ，６つのパターンに類型化。
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（参考）地域類型の考え方

NaN
（データ
なし）

昼間
激増

昼間
増加

昼間
減少

傾向・
移動量

移動量
（小）

移動量
（中）

移動量
（大）

移動量小
昼間激増

移動量中
昼間激増

移動量大
昼間激増

移動量小
昼間増加

移動量中
昼間増加

移動量大
昼間増加

移動量小
昼間減少

移動量小
昼間減少

移動量大
昼間減少

NaN

該当
なし

該当
なし

NaN
昼間
激増

昼間
増加

昼間
減少

傾向・
移動量

移動量
（小）

移動量
（中）

移動量
（大）

移動需要分散型

生産
拠点型

地域
拠点型

都市
拠点型

地域
住居型

都市
住居型

移動傾向と移動量による細分類 広島県全体の移動類型

移動傾向や移動量
から集約

該当
なし

移動の傾向（日中の人の動きを3つに分類）

昼間
激増

朝夕の人が少なく，日中に急激に滞在量が増加
する地域

昼間
増加

朝夕も一定の人がおり，日中に滞在量が増加す
る地域

昼間
減少

朝夕も一定の人がおり，日中に滞在量が減少す
る地域

移動量（地域の移動量を3つに分類）

小 大昼間の平均滞在量（人時/km2）



都市拠点型

都市住居型

・高層ビル
・商業ビル
・タワーマンション
・新幹線駅

・マンション群
・住宅団地

生産拠点型
・大規模工場
・工業地域

・鉄道駅 ・市役所
・マンション ・ホテル
・総合病院

地域住居型 ・低密に立地する住居

地域拠点型
・町役場 ・支所周辺
・病院 ・道の駅

移動需要分散型
・山，川，海
・集落

地域類型のイメージ

類型を想起させるワード
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目指す姿（県全体）

県民の暮らしと，地域・経済の共創を支え，ひろしまの価値を高める

社会基盤としての地域公共交通の実現

ことば ことばの意味・込めた思い

県民の暮らし 通勤，通学，買い物，通院等，守るべき県民の日常生活

地域・経済
交通×まちづくり，交通×ビジネス，交通×医療など，分野の垣根をこえた地域公共交通
のデザイン

共創
事業者・利用者・行政等，交通に関わる全ての関係者による，地域公共交通の持続可能な
再構築

ひろしまの価値を
高める 豊かな暮らしやイノベーションに公共交通が貢献することで，広島県の価値を高める

社会基盤 公共交通をベーシックインフラとしてしっかり支えていく

県が主体となって，事業者・利用者・市町等と連携しながら，公共交通を利便性，持続可能性，生産性，
快適性が向上する形にリデザインし，「安心▹誇り▹挑戦 ひろしまビジョン」に掲げる適散・適集社会を目指す
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新型
コロナ

問題の構造化（ロジックツリー）

生産年齢人口が減少

高齢者単独世帯は増加傾向

減便の実施

通勤・通学での利用が低迷

利用者の利便性の低下

厳

し

さ

を

増

す

地

域

公

共

交

通

の

現

状

テーマ：都市部

人口
減少

人手
不足

社会減

都市部の活力が低下

個人主義の加速

「新しい生活様式」の浸透

緊急事態宣言等の外出制限

自然減

若者世代の転出超過

テレワーク等で移動が減少

オンラインショッピングの増加

公共交通の一時的な利用減

外出する機会が減少

定期収入の減少

都市としての拠点性の低下

観光路線の縮小

県外流入の減少

道路渋滞の発生

交通事業者の売上減少

街中への流入が減少

公共交通を使う機会が減少

交通事業者の人材不足

運転士の不足

運行管理者の不足

交通事業者のコスト増加

技術進展が起こりづらい

利用者の利便性の低下

減便の実施

先端技術へのノウハウが不足

整備士の不足

企画部門の不足

交通事業者の売上減少

路線の廃止

交通事業者の経営悪化

効率的な点検・修理が困難

効果的な施策実施が困難

路線の廃止

他都市とのネットワークの断絶
観光，レジャーといった
非日常活動が少なくなる

拠点性
を高める

移動需要を束ねる

ビジネスでの出張が減少

消費市場の縮小

物流の増加

道路状況の改善

観光・ビジネス
客の取り込み

デジタルで
効率化

データを
活用する

将来世代の利用減魅力を
伝える

行政(交通分野)の人材不足 他業務との兼務が増える
専門人材
の強化 5



問題の構造化（ロジックツリー）

生産年齢人口が減少

減便の実施

通勤・通学での利用が低迷

利用者の利便性の低下

厳

し

さ

を

増

す

地

域

公

共

交

通

の

現

状

テーマ：中山間地域

人口
減少

人手
不足

社会減

人口減少が加速

近所付き合いの減少

高齢化率の上昇

自然減

若者世代の転出超過

住民の２人に１人が
高齢者という地域も生じる

運転士の高齢化

地域とのつながりが希薄になる

生活に必要な主要施設が
市町中心部に集約化

定期収入の減

コミュニティの衰退

住民の孤立化

暮らしやすさの低下

人通りの減少

交通事業者の売上減少

地域の衰退

行政の財政状況悪化

高齢化

過疎化

高齢者の増加

高齢者世帯の増加

地元商店街の衰退

地域の働き手の減少

地方路線の収益悪化

免許返納者の増加

社会保障費の増加

通院や買い物が不便になる

１人当たりの行政コスト増加

交通事業者の人材不足

運転士の不足

運行管理者の不足

交通事業者のコスト増加

技術進展が起こりづらい

利用者の利便性の低下減便の実施

先端技術へのノウハウが不足

整備士の不足

企画部門の不足

交通事業者の売上減少

路線の廃止

交通事業者の経営悪化

効率的な点検・修理が困難

効果的な施策実施が困難

高齢化

過疎化

外出を控えるようになる

移動需要を束ねる

交通と生活サービス
を一体的に対策

潜在需要の
見える化

利用環境を整える余裕がない

設備の老朽化環境
整備

行政(交通分野)の人材不足 他業務との兼務が増える

デジタルで
効率化

データを
活用する

専門人材
の強化

小規模移動
支援
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道路の遮断

問題の構造化（ロジックツリー）

厳

し

さ

を

増

す

地

域

公

共

交

通

の

現

状

テーマ：外部環境

脱炭素

大規模
災害

世界的な脱炭素化の加速

大規模災害の頻発

環境規制の強化

通信手段の断絶

電気・ガス等ライフライン喪失

県民の環境意識が向上

重機や機材が使えない

規制を満たす車両等が必要

暑さ・寒さがしのげない

輸送手段が失われる

情報が錯綜する

設備投資の負担増加 交通事業者のコスト増加

社会的要請への対応

緊急車両が通れない

事業者間の連絡が取れない

生死に関わる危機

復旧が遅れる

公共交通の
脱炭素化

非常用としての
公共交通利用

事業者間の
緊急連携体制構築
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基本方針

社会構造の変化に
よる移動需要の減少

交通サービスの
持続可能性の低下

公共交通の
位置づけの見直し

顕在的・潜在的な
移動困難者の増加

課題現状 基本方針

拠点間を結ぶ
交通ネットワークの充実

交通事業者等の
経営力強化

公共交通を通じた
社会課題の解決

暮らしを支える
生活交通の確保

減少する移動需要を束ねると
ともに，県内外の交流を生み
出す仕組みづくり

地域で支え合い，
誰もが移動を諦めることの
ない地域づくり

リソース（ヒト・モノ・データ）
の有効活用による，
交通サービスの供給面強化

交通GX(グリ-ントランスフォ-
メ-ション)をはじめ，地球にも
人にも優しい取組の推進

通勤・通学の主要な利用者
である生産年齢人口が減少

高齢者世帯は単独世帯のみ
が今後も増加傾向

一部の中山間地域では
20年後に人口が50%減少

国による「官民の垣根を超えた
地域共創型交通」の提示

災害等の危機事案に対し
移動を確保する必要性

県民の環境意識が高まり
輸送効率の向上が急務

生活に必要な主要施設が
市町中心部に集約化

20年後には２人に１人が
高齢者という地域も生じる

「新しい生活様式」等により，
コロナ前まで回復しない恐れ

20年後は運転免許を持たな
い県民の半数が60歳以上

交通事業者の収益悪化→
サービス低下→負のスパイラル

交通事業者の人材不足
・運転士の高齢化

中山間の市町における住民
一人当たりの行政コスト増大

人口減少や世帯構成の変
化，アフターコロナにおける
「新しい生活様式」の浸透

高齢化とそれに伴う免許返
納増加，生活関連施設の
集約によるアクセス性の格差

交通サービスを担う交通事
業者やそれを支える市町の
収益性の低下・人材不足

予測不能な外部要因も含
め，公共交通の弾力的な
運用が求められる時代

人口
減少

新型
コロナ

高齢化

過疎化

人手
不足

脱炭素

大規模
災害

課題解決の視点

交通結節点の拠点性を高め，
多方面への移動を促進する

観光客・ビジネス客など
県内外からの交流人口を取り込む

コミュニティ内の近距離・小規模
移動を支える

交通と生活サービス（買物・
通院等）を一体的に支援する

潜在需要を見える化し，
それぞれに応じた移動を確保する

デジタル化や電動化など
交通事業の持続性を高める

データを活用し，効率的な運行
管理や，戦略的な経営を行う

アフターコロナにおける
公共交通の利用を促進する

広域ネットワークとしての幹線交通
を強化し，移動需要を束ねる

交通をマネジメントできる
専門人材を育成・強化する

災害時においても迅速・確実な
事業者間の連携体制を構築する

多様性に配慮した交通施設の
バリアフリー化を進める

公共交通の脱炭素化を
促進する

非常用としての
公共交通車両への投資
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広域ネットワーク，拠点性，観光

デジタル，データ，マネジメント

脱炭素，災害リスクへの対応

コミュニティ・生活の維持



都
拠

都
住

生
産

地
拠

地
住

分
散

● ● ● ●

● ●

● ● ● ○

● ● ● ● ● ●

○ ○ ● ●

○ ● ● ●

○ ● ● ●

● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ●

施策の方向性

施策の方向性

基本方針に対応した施策の方向性と，関連性が強い地域類型を次のとおり設定し，
目指す姿の実現に向けて，県が主体となって産官学の連携をマネジメントしていく。

基本方針

拠点間を結ぶ
交通ネットワークの充実

交通事業者等の
経営力強化

公共交通を通じた
社会課題の解決

暮らしを支える
生活交通の確保

減少する移動需要を束ねると
ともに，県内外の交流を生み
出す仕組みづくり

地域で支え合い，
誰もが移動を諦めることのない
地域づくり

リソース（ヒト・モノ・データ）の
有効活用による，
交通サービスの供給面強化

交通GX(グリーントランスフォー
メーション)をはじめ，地球にも
人にも優しい取組の推進

新たな需要の獲得

広域ネットワークの強化

コミュニティ内の移動の確保

交通と生活サービスの一体化

潜在需要の掘り起こし

バリアフリー対策

交通人材の育成・強化

交通レジリエンスの向上

生活様式に応じた利用促進

将来を見据えた設備投資

交通GXの推進

交通データの利活用

広域ネットワークとしての幹線交通を強化します

地域コミュニティ内の近距離・小規模移動を確保します

交通と生活サービスが一体となった取組を推進します

潜在需要を満たす新たな交通サービスを確保します

交通データを一元管理し，関係者の活用を促進します

地域交通を支える専門人材を育成・強化します

脱炭素をはじめとした交通に係るGXを推進します

非常時に活用できる公共交通への投資を促進します

全ての人が移動しやすいバリアフリーを整備します

アフターコロナにおけるモビリティ・マネジメントを促進します

集約型拠点形成によるまちづくり 結節点の拠点性を高め，多方面への移動を促進します

観光・ビジネスなど県内外からの交流人口を取り込みます

交通事業者の持続性を高める取組を促進します

災害に強い連携体制 災害時においても迅速・確実な連携体制を構築します 9

関連性高い：● 関連性あり：○
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